
1

 

１．成長分野に乗り遅れた日本経済

(1)遅れるわが国の産業構造転換

バブル経済崩壊以降 10 年近くになるが、わ

が国経済は低迷から脱しきれない状況が続い

ている。企業は、バブル期の不良債権問題や、

肥大化した管理部門への対応が長期化するな

かで、次の成長段階へのきっかけを見出せない

まま、現在に至っている。

このため、わが国産業は 90 年代の新たなグ

ローバリゼーションや情報化に乗り遅れるこ

とになった。経営環境が大きく変化しているに

もかかわらず、それに対応する新たな成長分野

を核とした構造転換が図れなかったといえる。

(2)組織から個人の時代へ

わが国の構造転換の遅れは、企業が依然とし

て組織にこだわり続け、国際的に通用する専門

人材の育成を怠ってきたことに大きく起因し

ている（図表－１）。組織重視型の経営は、業

務のスピード化や変革への対応を遅らせる結

果となった。

これまで組織の強さで競争を勝ち抜いてき

た日本企業も、90年代の経営環境激変のなかで、

組織以上に個々人の専門能力が経営に大きな

影響を与える時代に突入してきている。つまり、

企業にとっていかに専門人材を確保するかが

極めて重要な経営課題となってきている。

経済ナビ

急がれる非製造セクターの専門人材育成

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　産業調査部　　窪谷　治

             　　 図表－１　日本経済の再生に必要な専門人材育成（概念図）

　

　(資料)ニッセイ基礎研究所作成
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２．低い非製造部門の国際競争力

(1)規制に守られてきた非製造セクター

わが国でもこの 20 年余りの間、経済のサー

ビス化が著しい。非製造業セクターは第三次産

業ベースでＧＤＰの60％以上に達しており、金

融、通信、運輸、小売、情報サービス、専門サ

ービスなどの業種が経済活動に占める割合は

急速に高まってきている。94年にはサービス業

の就業者数がはじめて製造業を上回った。

ただ、非製造セクターに属する多くの産業は、

長年にわたる参入規制や価格規制等によって

保護されてきた。このため、企業は実質的な価

格競争やコスト競争を行う必要性に乏しく、多

くの業種が先進的なサービス開発や、情報化、

管理部門の効率化といった経営革新から取り

残される結果となった。

したがって、商社やゲームソフトなど一部の

企業を除けば非製造業部門で国際的に活躍す

る企業はほとんど存在しない状況であり、早く

から国際競争にさらされてきた海外企業に比

較すると、その競争力は大きく劣後している。

(2)先端分野で復活した米国

　わが国がバブル期の負の遺産に苦しみ、新た

な成長分野も見出せないなか、欧米諸国では90

年代以降、非製造セクターの先端分野で国際的

に活躍する企業が多数出現した。

周知のとおり米国ではソフトウェア、金融、

人材、ヘルスケア等のニュービジネスが一大産

業に成長し、90年代の復活を支えてきた。米国

のここ 10 年の主要産業別の成長度合いの違い

がそれを物語っている（図表－２）。そこには、

米国が産業空洞化等による競争力低下をカバ

ーするために、思い切った規制緩和をはかり、

情報技術（ＩＴ）を核とした新分野への構造転

換に成功した背景がある。そして、こうした成

長産業を支えたのは個人の専門能力によると

ころが大きかったといわれる。

図表－２　米国の主要産業の成長比較（名目GDPﾍﾞｰｽ）
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（資料）U.S.Department of Commerce “Survey of Current
        Business”

３．急がれる専門人材強化

(1)高まる専門人材の重要度

わが国でも、90年代に入って規制緩和が進展

している。参入規制や価格規制の緩和は、外国

企業の日本進出や日本へのサービス輸出を加

速させ、規制に安住してきたわが国非製造業が

本格的な国際競争の波にさらされることを意

味する。すでに、ソフトウェア、エンターテイ

ンメント、外食、ホテルなど規制の少ない分野

では海外からのサービス輸入や、外国企業の進

出が活発化している。

したがって、これまで弱かった非製造分野に

おいて、専門人材を確保・育成して国際競争力

を高めることが急務である。

非製造業で専門人材の必要性が高まっている

今日的背景は大きく次のように整理できる。

①金融分野の競争激化

98 年の日本版金融ビッグバンのスタートに

より、日本の金融機関も本格的な国際競争の時

代に突入し、海外金融機関との提携も相次いだ。

外国金融機関がわが国のリテール分野にまで
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進出するなかで、わが国金融機関の金融商品の

開発力や、運用力、審査能力、ＶＢへの投資ノ

ウハウ等が問われることになるため、わが国の

金融機関が強化すべき課題は山積している。

　金融分野の専門人材の育成・確保はわが国経

済にとっても喫緊の課題であり、金融ビッグバ

ンを契機に、関連する他の産業分野にも国際化

や競争激化が波及すると思われる。

②加速する海外非製造業の日本進出

海外からの要求の高まりで、非製造部門の規

制緩和や、非関税障壁の撤廃は今後さらに進行

すると考えられる。規制緩和により、日本市場

への外国企業の進出が一段と活発化しよう。

今後、わが国への進出が活発化する外資は製

造業ではなく、先端的な非製造業分野であるこ

とを認識する必要があろう。特に、金融、流通、

情報通信、コンピューターソフト、コンサルテ

ィング等の分野で大きな動きが予想される。

国際分野で活躍する外国企業の日本進出を受

け、対抗する日本企業は、国際感覚や専門性に

富む人材を今以上に確保・育成する必要に迫ら

れることになる。また外国企業も、日本で専門

人材を求める傾向が強まると考えられる。

③新たな国際化への対応

とりわけ非製造業はこれまで独自の国内基準

に準拠した事業運営を行ってきたが、今後は、

非製造業も国際会計基準、ＩＳＯシリーズ等の

グローバルスタンダードの導入なしでは国内

外の事業展開が不可能になってくる。

また、国際的な合併や提携の活発化、ＥＵ等

の新たな経済枠組みの発足、情報ネットワーク

発達によるボーダレス化の進展は、企業経営の

国際化を否応なしに押し進めることになる。国

際分野で日本企業が生き残るために、国際的な

経営管理手法や国際法務、リスク管理手法に精

通した人材の強化が不可欠となろう。

(2)求められる専門人材の確保・育成

国際的に情報通信や金融などの非製造分野

で新たなビジネスが成長している現状を見据

えると、わが国の非製造部門の競争力強化は急

務である。非製造業がモノではなく知恵やサー

ビスを提供する業態であると認識すれば、その

競争の源泉はまさに人材である。非製造分野で

は、人材の専門性とその効率的活用がすべての

鍵を握ると言っても過言ではない。

非製造部門で専門人材を強化すべき分野と

して図表－３のようなものが挙げられる。非製

造業の競争力強化は、リストラによる人員効率

化といった戦略のみで達成されるものではな

く、国際的に通用する専門人材を確保育成する

ことにより最も早く達成されると考えられる。

図表－３　非製造業分野の専門人材（領域）例

　分野 　　専門人材（領域）

先端分野 システムエンジニア、システムアナリス

ト、各種コンサルタント

金融分野 運用手法開発、金融商品開発、ファンド

マネージャー、エコノミスト、アナリス

ト、リスク管理・審査、金融法務

ﾊﾞｯｸｵﾌｨｽ

分野

法務、会計、税務、人事管理、マーケテ

ィング、情報マネジメント、経営管理

（資料）ニッセイ基礎研究所作成

　

４．わが国人材マーケットの現状

このように、専門人材の早急な育成が求めら

れる環境下で、わが国の人材マーケットはどの

ような状況になってきているのであろうか。

(1) 加速する人材流動化

　失業率が過去最高を記録するなか、わが国で

も人材の流動化傾向が徐々に高まっている。リ

クルートリサーチが首都圏のビジネスマンを

対象に実施した調査によると、90年代に入って
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転職意欲は上昇傾向にあり、「転職したい」ま

たは「いずれ転職したい」とする層は 97 年時

点で35％強に達している（図表－４）。

最近、転職希望者が増加している要因として、

以下のようなものが挙げらる。

①専門人材に対する中途採用意欲の高まり

　わが国企業は、バブル経済期には大量の人員

増強を目的とした中途採用を積極化させたが、

雇用ニーズは「量」から「質」へ変化してきて

おり、専門性の高い人材を外部に求める企業が

増加してきている。

労働省の調査によると、97年に中途採用を実

施した企業は、管理職で 12.7％、事務職で

31.8％となっている。中途採用の際の重視項目

として、管理職は「職務経験」「専門的知識・

技能」、事務職は「一般知識・教養」「職務経

験」を挙げる企業の割合が高い。また、95年の

調査に比較すると、「行動力・実行力」「熱意・

意欲」「創造性・企画力」といった定性的・抽

象的項目は減少し、「職務経験」や「専門的知

識・技能」など具体的なキャリアやスキルを重

視する傾向が強まっている（図表－５）。

図表－５　中途採用の際の重視項目（管理職）
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 （注）中途採用を実施した企業を100とした割合、％

 （資料）労働省「平成７年雇用管理調査」、同「平成10年

　　　　雇用管理調査」より抜粋

　金融機関や情報サービス企業などでは、個

人の高度な専門性に依存する傾向が一段と強

まっており、中途採用による人材確保が過熱し

てきている。実際、日本版ビッグバンのスター

ト以降、金融機関では多様な分野の専門人材を

中途採用によって募集する動きが相次いでい

る（図表－６）。今後も、激化する企業間競争

に勝ち残るために、中途採用マーケットの重要

性がますます高まってくると思われ、転職希望

者の受け皿が広がってこよう。

図表－６　大手金融機関の中途採用職種の事例

職　種 内　容

投資信託 投資信託の販売事務・顧客照会対応

証券管理 事務システム設計

債券流動化商品 リスク・リターン分析、投資判断

運用手法開発 株式デリバティブの運用手法開発

外国モーゲージ証券 運用

国際金融 プロジェクト・ファイナンス

国際不動産投資 商業モーゲージ貸付、運用

海外事業 海外事業展開の企画

国内不動産投資 ビル・マネジメント、コンストラクション・マネジメント

法務 会社法務、金融法務、不動産法務、保険法務

会計・税務 会計・税務全般、企業年金に係る会計・税務コンサルティング

保険業務 生損保商品開発、法人向けリスクコンサルティング

　　　　　(資料)大手金融機関のホームページ等をもとに作成

　図表－４　高まるビジネスマンの転職意向（％）
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91年 4.7 20.7 74.6 -

92年 5.8 25.8 68.3 0.1

95年 7.4 27.3 65.1 0.1

97年 7.6 28.1 64.2 0.1

（資料）リクルートリサーチ「首都圏ﾋﾞｼﾞﾈｽﾏﾝの転職実態調査」
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② 雇用関連の規制緩和

女性の就業時間制限の緩和、裁量労働制の対

象拡大、人材派遣対象職種の緩和、職業紹介の

自由化などにより弾力的な雇用形態や勤務形

態が可能になってきている。雇用ビッグバンと

も呼ばれる一連の規制緩和により人材流動化

のインフラが徐々に整いつつあるといえる。

③景気低迷の長期化

　企業業績が長期間回復に転じないことから、

企業の人件費負担が一段と重くなってきてい

る。このため、企業は自ら人材の流動化に対応

する制度を構築して、終身雇用を前提とした人

件費の固定化を見直す必要に迫られている。

　また、97年以降の大手金融機関や建設会社の

相次ぐ経営破綻は、多くの人材を雇用マーケッ

トに流出させている。このことは、今後は大手

企業といえども安定的な雇用を約束されてい

ないという現実を就業者に示す結果となった。

(2)本格化する企業の専門人材処遇への取組み

　専門人材の中途採用意欲が高まるなかで、企

業では専門人材を受け入れ、処遇するシステム

の整備が急務となっている。

90年代半ば以降、非製造業分野でも、金融機

関や流通業、情報サービスなどの業種を中心に、

画期的な専門職制度の構築や年俸制、裁量労働

制の導入など、専門人材を処遇・育成する新た

な取り組みが本格化している（図表－７）。

５． 求められる専門人材マーケットの整備

(1)課題多い日本的雇用・処遇システム

上述のように人材流動化が徐々に進行して

いるとはいえ、これまでグローバルに通用する

専門人材の育成を阻んできた伝統的な日本型

雇用・評価システムやそれに付随する社会的シ

ステムは依然として主流を占めている。わが国

で専門人材の需給マーケットが発達していな

い背景には、終身雇用、年功処遇に代表される

雇用慣行の影響が大きい。充分なマーケットが

存在しない状況下では、人材は特定の企業内に

埋もれ、高度専門人材として飛躍する資質を持

ち合わせていても、特定の企業内でのみしか通

用しない「専門家」の座に甘んじてしまうこと

になる。

換言すれば、これまでの日本的雇用システム

には、特定の専門人材を高く評価して処遇する

ような考え方が適合しなかったといえる。特に

非製造セクターでは、部門間異動、一定の人事

ローテーションによるゼネラリストの養成が

主目的とされてきたため、特定部門に長期間と

どまる専門人材の確保育成は、日本的人事シス

テムに合致しないものであった。

(2)事務系職種の専門人材マーケットの整備が

急務

　現状の専門人材マーケットの未発達や、専門

人材へのアクセスの困難性、専門人材の処遇シ

ステムの遅れは、わが国の経済産業構造の転換

を一層遅らせる懸念をはらんでいる。

たしかに、人材派遣対象業務の原則自由化や

有料職業紹介事業の自由化が検討されるなど、

図表－７　金融機関にみる最近の専門職制導入対象職種

企業名 導入年 　　　　　　適用対象職種等

住友銀行 98 デリバティブ、外為ディーリング、資産運用

など金融先端分野

大和銀行 98 スペシャリスト制度（年金信託、長期運用、

短期運用、ｼｽﾃﾑ：公的資格を持つ入行７年以

上の総合職）、プロフェッショナル制度（ﾃﾞ

ﾘﾊﾞﾃｨﾌﾟ等高度な専門知識を持つ人材）

日興投信 98 投資信託営業（ﾌｧﾝﾄﾞﾏﾈｰｼﾞｬｰ、ｱﾅﾘｽﾄ、ｸｵﾝﾂ

経験者）

東洋信託

銀行

96 信託業務の専門家（証券運用、不動産仲介・

土地信託等）、35才以上

野村投信 96 資金運用・調査に秀でた社員

東海銀行 94 入行４年以上、35歳以下（資金証券、資金為

替、海外、法務、財務相談）

（資料）各種報道資料等をもとに作成
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最近になって人材マーケットのインフラが

徐々に整いつつある。

　ただ、技術系の専門人材に比較して、非製造

分野や管理部門のいわゆる事務系人材につい

ては、専門資格制度や社会的な評価基準も未整

備であり、国際性も低いことから今後は以下の

ような点の改善・強化が望まれる。

① 事務系専門人材の総合的な人材情報データ

ベースの構築

② マーケティング、コンサルティング、システ

ム設計、金融商品開発・運用などの分野で国

際的に通用する専門資格制度の確立

③ 法務、会計、税務等、既存の専門資格の国際

化（国際間統合）

④ 事務系専門人材の能力開発に向けた支援制

度の充実（労働省の「ビジネス・キャリア制

度」の一層の拡充や専門性強化等を含む）

　また、人材の流動化と人材マーケットの活性

化をさらに押し進めるために官民共同で以下

のような点に注力する必要があろう。

①企業年金のポータブル化

　一部の企業で導入が始まった確定拠出型

（401 Ｋ型）年金制度は、勤務先が変わっても

年金制度を引き継げるシステムになっている。

これまで転職のネックの一つとなっていた企

業年金のポータビリティ（移動性）が確保され

ることは、人材の流動化を後押しする要因にな

ると思われ、導入の本格化に向けたインフラ整

備が期待されるところである。

②更なる規制緩和と人材ビジネスの育成

上述したとおり 90 年代になって雇用関連の

規制緩和が進展しているものの、米国等に比較

すると依然として多くの規制が存在している。

また、人材派遣、人材紹介などの人材ビジネ

スは、企業の人件費の変動費化や専門人材獲得

ニーズの高まりを背景に、景気低迷下でも急成

長を遂げている。人材ビジネスの成長は雇用の

流動化を押し進め、人材マーケットを活性化さ

せる原動力となるため、諸規制を順次緩和して

事業環境を整える必要があると思われる。

③高度な専門業務集団の育成

　低成長時代に入り自社の最も強い部分（コア

コンピタンス）を強化するために、周辺業務を

図表-8　専門人材が育ちにくい日本の環境

行政

定期的・画一的な採用

ﾛｰﾃｰｼｮﾝ重視の人事制度

年功制重視の評価制度

定型的な企業内教育

画一的な詰め込み型教育

非実践的な大学教育

不十分な専門性評価制度

ゼネラリスト指向

大企業指向
 雇用安定重視の行政

雇用関連諸規制の存在

就社意識

　　　　育育育育たたたたなななないいいい専専専専門門門門人人人人材材材材

企業 教育

学生

（資料）ニッセイ基礎研究所作成
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アウトソーシングする企業が増えてきている。

このため、企業の様々なニーズに応えられる外

部専門集団を形成することは、専門人材の受け

皿の拡大という視点からも重要である。海外の

有力な事業所向けサービス業（アウトソーサ

ー）が日本進出を積極化させているなかで、国

内のアウトソーサーの高度化が求められる。
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